	村山市立新幼保連携型認定こども園
指定管理者募集様式集


	令和３年５月
村山市子育て支援課


１　提出書類等の一覧
　村山市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成17年条例第33号）、同条例施行規則（平成17年市規則第24号）及び村山市公の施設に係る指定管理者の指定等に関する事務処理要領に規定する書類
⑴規則別記様式第１号　指定申請書
⑵規則別記様式第２号　管理業務の事業計画書
⑶規則別記様式第３号　管理に係る収支計画書
⑷規則別記様式第５号　変更届出書　※必要な場合のみ提出してください
⑸要領様式第１号　　　指定管理者の指定申請に係る申立書
⑹要領様式第３号　　　指定管理者の募集に関する質問票　※必要な場合のみ提出してください
⑺その他市長等が定める書類
①登記事項証明書
②定款、寄付行為又は会則の写し
③様式１　　応募の資格要件に関する誓約書　・・・・・・・・・　Ａ４版１枚
④様式２　　申請辞退届　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　Ａ４版１枚
⑤様式３　　提出書類届　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　Ａ４版１枚
⑥様式４　　提出書類確認リスト　・・・・・・・・・・・・・・　Ａ４版１枚
⑦様式５　　委任状（代理人）　・・・・・・・・・・・・・・・　Ａ４版１枚
⑧様式６　　1-1 教育及び保育に対する理念、運営及び方針　・・　Ａ４版３枚以内
⑨様式７　　1-2 教育及び保育事業の内容　・・・・・・・・・・　Ａ４版５枚以内
⑩様式８　　1-3 児童と職員とのかかわり　・・・・・・・・・・　Ａ４版３枚以内
⑪様式９　　1-4 給食、食育と衛生管理　・・・・・・・・・・・　Ａ４版２枚以内
⑫様式１０　2-1 子育て支援　・・・・・・・・・・・・・・・・　Ａ４版３枚以内
⑬様式１１　3-1 緊急時の対応及び危機管理体制　・・・・・・・　Ａ４版３枚以内
⑭様式１２　3-2 災害時の対応　・・・・・・・・・・・・・・・　Ａ４版３枚以内
⑮様式１３　4-1 事業の執行体制　・・・・・・・・・・・・・・　Ａ４版３枚以内
⑯様式１４　4-2 職員研修とコンプライアンス　・・・・・・・・　Ａ４版３枚以内
⑰様式１５　5-1 長期事業収支計画表（５年間損益計算書）　・・　Ａ３版１枚以内
⑱様式１６　5-2 キャッシュフロー計算書　・・・・・・・・・・　Ａ３版１枚以内
⑲様式１７　5-3 経費の縮減　・・・・・・・・・・・・・・・・　Ａ４版２枚以内
⑳様式１８　6-1 その他の取り組み　・・・・・・・・・・・・・　Ａ４版２枚以内
㉑様式１９　6-2 提案全体に関する項目　・・・・・・・・・・・　Ａ４版２枚以内
㉒様式２０　7-1 事業実施企業の経営状況等　・・・・・・・・・　Ａ４版３枚以内
㉓様式２１　7-2 貸借対照表　・・・・・・・・・・・・・・・・　Ａ４版１枚以内
※規則別記様式第５号、要領様式第３号、様式２及び様式５は、必要な場合のみ提出してください。
※法人等の状況を的確に把握するため、必要に応じて追加の説明資料を求める場合があります。
２　提出書類等の作成要領
　⑴様式集の取り扱いについて
　　　「村山市立新幼保連携型認定こども園指定管理者募集要項」に係る提出書類等の作成要領は、募集要項によるとともに、本様式集に従ってください。
　　　なお、具体的な作成要領の多くは、各様式の◆脚注部分等に記載していますので、こちらにも十分に注意を払ってください。
　⑵提出書類等の体裁や部数について
　　　提出書類等については、正１部、副５部(複写可)の計6部を提出してください。
　　　表紙に、書類名「村山市立新幼保連携型認定こども園指定管理者提出書類」、申請者名を記載して提出してください。
※バインダーは、２穴式とし、簡易でかさばらないものを使用してください。
※提出書類等で、電子データが必要になった場合は、別途提供を依頼する場合があります。
　⑶提出書類等の作成方法について
　　①各様式の記載欄内の「ア 事業計画の概要」のように、カタカナ・ゴシック項目となっている箇所については、必ず、この項目に基づいて記載してください。また、「表形式」のように、具体的な書式が指定されている箇所については、必ず、この書式に基づいて記載してください。
　　②提出書類等の作成に当たっては、その主旨が十分に伝わるよう、具体的かつ簡潔な文書表現としてください。また、必要に応じて、文書表現を補うため、着色や図表・イラスト等を採用してもかまいません。
　　③提出書類等の周囲は、綴じ代側は２０ｍｍ以上、他は１５ｍｍ以上の余白を設けてください。ただし、様式番号、頁については、この限りではありません。
　　④提出書類等で使用する本文の文字の大きさは、原則として１０ポイント以上としてください。
　　⑤各様式の記載内容に関連して、他の様式に、より詳細な内容を示している場合等は、その箇所を分かりやすく示してください。
　　⑥各様式の枚数などは、各様式の◆脚注部分等に従ってください。
３　問い合わせ先
　問い合わせは、次のとおりです。
　　山形県村山市子育て支援課保育係
　　〒９９５－８６６６　山形県村山市中央一丁目３番６号
　　ＴＥＬ　０２３７－５５－２１１１　内線１６４
　　ＦＡＸ　０２３７－５５－７５７７
　　電子メールアドレス　kosodate@city.murayama.lg.jp
規則別記様式第１号（規則第２条関係）
令和　　年　　月　　日
村山市長　志　布　隆　夫　あて
	団体の所在
	

	団体の名称
	

	代表者の氏名
	㊞　　


指　定　申　請　書
　次の施設に係る指定管理者の指定を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
１　施設の名称　
２　添付書類
　⑴管理業務の事業計画書
　⑵管理に係る収支計画書
　⑶経営状況を説明する書類
　⑷その他の書類
規則別記様式第２号（規則第２条関係）
管理業務の事業計画書
	項　目
	内　容

	市が指定する管理に係る方
針及び運営方法

	

	市が指定した管理以外の管
理に係る方針及び運営方法

	

	施設の管理費（人件費、事
業費等）に対する配慮

	

	人員体制
	

	その他
	


規則別記様式第３号（規則第２条関係）
管理に係る収支計画書
１　収入
	項　目
	令和　　年度
	年度から
年度まで
	合　計
	備　考

	施設の管理業務に
係る委託費
	円

	円

	円

	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	



２　支出
	項　目
	令和　　年度
	年度から
年度まで
	合　計
	備　考

	施設の管理業務に係
る委託費（人件費を除く）
	円

	円

	円

	

	人件費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


規則別記様式第５号（規則第５条関係）
令和　　年　　月　　日
村山市長　志　布　隆　夫　あて
	団体の所在
	

	団体の名称
	

	代表者の氏名
	㊞　　


変　更　届　出　書
　下記のとおり変更したので、村山市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則第５条の規定により、届け出ます。
記
	変更事項
	変　更　前
	変　更　後

	
	
	

	
	
	


要領様式第１号
令和　　年　　月　　日
村山市長　志　布　隆　夫　あて
	団体の所在
	

	団体の名称
	

	代表者の氏名
	㊞　　


○○○（施設名）の指定管理者の指定申請に係る申立書
　○○○（施設名）の指定管理者の指定申請に当たり、当法人その他の団体又はその代表者（複数の法人等による共同申請の場合は、その構成員も含む。）が、下記に記載のとおりであることを申し立てます。
記
１　地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しないこと及び本市の競争入札等に係る指名停止措置を受けていないこと。
２　市税、県税、法人税、消費税等の滞納がないこと。
３　会社更生法、民事再生法等に基づく更生又は再生の手続を行っていないこと。
４　次に掲げる事項に該当していないこと。
　⑴　法人等の役員等又は法人等を構成する者（以下この号において「役員等」という。）が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第6号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過していないもの（以下「暴力団員等」という。）であること。
　⑵　役員等が、自団体、自己若しくは第三者に損害を加える目的をもって、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定する暴力団をいう。）の威力又は暴力団員等を利用していると認められること。
　⑶　役員等が、暴力団員等に対して資金を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められること。
　⑷　役員等が、暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること。
　⑸　役員等が、暴力団員等であることを知りながら、これを不当に利用していると認められること。
　⑹　役員等が、暴力団員等を公の施設の管理にかかわる業務に従事させ、又は当該業務の補助者として使用するおそれがあること。
　⑺　暴力団員等が、その運営に実質的に関与していると認められること。
５　地方自治法第244条の2第11項の規定により過去に指定の取消しを受けていないこと。
要領様式第３号
指定管理者の募集に関する質問票
	団体名
	

	担当部署名
	

	職名及び氏名
	職名
	

	
	氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	質問事項
	

	回答
	


様式１
令和　　年　　月　　日
村山市長　志　布　隆　夫　あて
応募の資格要件に関する誓約書
	申請者の名称
	


　「村山市立新幼保連携型認定こども園指定管理者募集要項」に関して、私どもは、指定管理者募集要項に定められた応募の資格要件を全て満たしていることを誓約いたします。
	団体の所在
	

	団体の名称
	

	代表者の氏名
	㊞　　


◆構成員が複数の場合は、構成員ごとに記載してください。その場合は、様式ナンバーに枝番を付加してください。
様式２
令和　　年　　月　　日
村山市長　志　布　隆　夫　あて
申　請　辞　退　届
	団体の所在
	

	団体の名称
	

	代表者の氏名
	㊞　　


　「村山市立新幼保連携型認定こども園指定管理者募集要項」に関して、私どもは、指定管理者募集要項に定められた募集の参加資格について確認を受けていますが、都合により申請を辞退いたします。
様式３
令和　　年　　月　　日
村山市長　志　布　隆　夫　あて
提　出　書　類　届
	団体の所在
	

	団体の名称
	

	代表者の氏名
	㊞　　


　「村山市立新幼保連携型認定こども園指定管理者募集」に関して、提出書類を下記のとおり提出します。
　なお、指定管理者募集要項に定められた応募の資格要件を満たしていること、並びに提出書類の記載内容について事実と相違ないことを誓約いたします。
記
提出書類　　　正本１部、副本５部
様式４
提出書類確認リスト
	書　類　名　等
	確認欄

	
	申請者
	村山市

	規則別記様式第１号　指定申請書
	
	

	規則別記様式第２号　管理業務の事業計画書
	
	

	規則別記様式第３号　管理に係る収支計画書
	
	

	規則別記様式第５号　変更届出書　※必要な場合のみ提出してください
	
	

	要領様式第１号　　　指定管理者の指定申請に係る申立書
	
	

	登記事項証明書
	
	

	定款、寄付行為又は会則の写し
	
	

	様式１　　応募の資格要件に関する誓約書
	
	

	様式２　　申請辞退届　※必要な場合のみ提出してください
	
	

	様式３　　提出書類届
	
	

	様式４　　提出書類確認リスト
	
	

	様式５　　委任状（代理人）　※必要な場合のみ提出してください
	
	

	様式６　　1-1 教育及び保育に対する理念、運営及び方針
	
	

	様式７　　1-2 教育及び保育事業の内容
	
	

	様式８　　1-3 児童と職員とのかかわり
	
	

	様式９　　1-4 給食、食育と衛生管理
	
	

	様式１０　2-1 子育て支援
	
	

	様式１１　3-1 緊急時の対応及び危機管理体制
	
	

	様式１２　3-2 災害時の対応
	
	

	様式１３　4-1 事業の執行体制
	
	

	様式１４　4-2 職員研修とコンプライアンス
	
	

	様式１５　5-1 長期事業収支計画表（５年間損益計算書）
	
	

	様式１６　5-2 キャッシュフロー計算書
	
	

	様式１７　5-3 経費の縮減
	
	

	様式１８　6-1 その他の取り組み
	
	

	様式１９　6-2 提案全体に関する項目
	
	

	様式２０　7-1 事業実施企業の経営状況等
	
	

	様式２１　7-2 貸借対照表
	
	


◆確認欄の申請者には、確認済の「○」印を記入してください。
◆規則別記様式第５号、様式２及び様式５は、必要な場合のみ提出してください。
様式５
令和　　年　　月　　日
村山市長　志　布　隆　夫　あて
委　任　状（代理人）
	団体の所在
	

	団体の名称
	

	代表者の氏名
	㊞　　


　私は、　　　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、「村山市立新幼保連携型認定こども園指定管理者募集要項」に関する申請の権限を委任いたします。
◆代理人が申請する場合に提出してください。
様式６
	　1-1 教育及び保育に対する理念、運営及び方針

	　ア　教育及び保育に対する理念
　　　幼保連携型認定こども園における教育及び保育に対する理念について記載してください。
　イ　基本となる運営及び方針
　　　幼保連携型認定こども園における基本となる運営及び方針について記載してください。



◆Ａ４版３枚以内に作成してください。
様式７
	　1-2　教育及び保育事業の内容

	　ア　教育及び保育プログラムの作成とスケジュール等
　　　個別の発達課題を明確にし、年齢に応じた教育及び保育プログラムの作成や一日の保育等スケジュールと年間事業スケジュールについて記載してください。
　イ　健康管理、衛生管理
　　　子どもの健康管理や衛生管理に対する考え方について記載してください。
　ウ　乳幼児保育や特別保育の理念、配慮する点及び職員配置
　　　乳幼児保育や特別保育に対する基本理念や配慮する事項及び職員の配置等について記載してください。
　エ　保育状況の的確性
　　　保護者との連絡帳や保育日誌等保育状況を的確に把握する方法等について記載してください。
　※アのスケジュール等の記載には、Ａ３用紙を用いてもかまいません。



◆Ａ４版５枚以内に、具体的に記載してください。
様式８
	　1-3　児童と職員とのかかわり

	　ア　児童と職員とのかかわり
　　　児童と職員とのかかわり方について記載してください。
　イ　児童虐待への対応
　　　児童虐待への対応と考え方について記載してください。



◆Ａ４版３枚以内に作成してください。
様式９
	　1-4　給食、食育と衛生管理

	　ア　給食、食育に対する考え方と衛生管理（アレルギー対応策を含む）
　　　給食、食育に対する考え方と食の安全に配慮した衛生管理について記載してください。



◆Ａ４版２枚以内に作成してください。
様式１０
	　2-1　子育て支援

	　ア　育児支援
　　　入園児の保護者とのかかわりに配慮した育児支援の考え方について記載してください。
　イ　保護者とのコミュニケーション
　　　保護者からの意見、要望、苦情等の把握及び取り組みについて記載してください。
　ウ　地域及び関係機関との連携
　　　地域における子育て支援の考え方及び関係機関との連携についての考え方について記載してください。



◆Ａ４版３枚以内に作成してください。
様式１１
	　3-1　緊急時の対応及び危機管理体制

	　ア　事故発生時の対応
　　　事項発生時の対応について記載してください。
　イ　緊急時対策・安全指導
　　　緊急時対策・安全指導について記載してください。
　ウ　危機管理
　　　危機管理について記載してください。



◆Ａ４版３枚以内に作成してください。
様式１２
	　3-2　災害時の対応

	　ア　安全管理
　　　安全管理(不審者の侵入等)について記載してください。
　イ　火災、地震、風水害等の対応と安全管理計画
　　　火災、地震、風水害等の対応と安全管理計画について記載してください。



◆Ａ４版３枚以内に作成してください。
様式１３
	　4-1　事業の執行体制

	　ア　職員体制
　　　職員総数、職種等が条件を満たすことと、職員の経験及び年齢構成について記載して
ください。
　イ　勤務体制、勤務条件
　　　勤務体制、勤務条件について記載してください。
　　　職員の勤務シフト表を用いて下さい。（延長保育も含む形で記載してください。）



◆Ａ４版３枚以内に作成してください。
様式１４
	　4-2　職員研修とコンプライアンス

	　ア　職員研修と健康管理
　　　職員の研修体制と健康管理について記載してください。
　イ　コンプライアンス
　　　関係法令の遵守とチェック体制について記載してください。



◆Ａ４版３枚以内に作成してください。
様式１５
	　5-1 長期事業収支計画表（５年間損益計算書）

	　損益計算書
	（単位は千円）

	項目
	年度
	Ｒ４
	Ｒ５
	Ｒ６
	Ｒ７
	Ｒ８
	合計

	売
上

	営業収入（消費税を除く）
	
	
	
	
	
	

	
	
	本事業に係る受託収入等
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	費
用

	営業費用（消費税を除く）
	
	
	
	
	
	

	
	
	本事業に係る費用
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	人件費に係る費用
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務費に係る費用
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事業費に係る費用
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他一般管理費等に係る費用
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業損益
	
	
	
	
	
	

	営業外損益
	
	
	
	
	
	

	
	営業外収入
	
	
	
	
	
	

	
	
	受取利息及び割引料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営業外費用
	
	
	
	
	
	

	
	
	支払利息及び割引料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常損益
	
	
	
	
	
	

	特別損益
	
	
	
	
	
	

	
	特別利益
	
	
	
	
	
	

	
	特別損失
	
	
	
	
	
	

	税引前当期利益
	
	
	
	
	
	

	課税対象
	
	
	
	
	
	

	法人税等
	
	
	
	
	
	

	税引後当期利益
	
	
	
	
	
	

	当期末処分利益／末処理損益
	
	
	
	
	
	

	法定準備金繰入
	
	
	
	
	
	

	配当
	
	
	
	
	
	

	次期繰越利益／損益
	
	
	
	
	
	

	仮払消費税
	
	
	
	
	
	

	仮受消費税
	
	
	
	
	
	

	消費税受払差額
	
	
	
	
	
	


◆Ａ３版１枚に作成してください。申請者の判断で、本様式とは別に、本様式を補足する自由様式の書類を追加することも可能です。その場合は、様式ナンバーに枝番を付加してください。
様式１６
	　5-2 キャッシュフロー計算書

	　キャッシュフロー計算書
	（単位は千円）

	項目
	年度
	Ｒ４
	Ｒ５
	Ｒ６
	Ｒ７
	Ｒ８
	合計

	資金調達
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	仮払消費税増減
	
	
	
	
	
	

	
	仮受消費税増減
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	資金需要
	
	
	
	
	
	

	
	投資
	
	
	
	
	
	

	
	
	本事業に係る投資
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	税引後当期損失
	
	
	
	
	
	

	
	借入金返済
	
	
	
	
	
	

	
	配当金
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	資金過不足
	
	
	
	
	
	

	期末累積資金残高
	
	
	
	
	
	

	借入金残高
	
	
	
	
	（単位は千円）

	期首残高
	
	
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	
	
	

	
	金融機関A
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	返済額
	
	
	
	
	
	

	
	金融機関A
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	期末残高
	
	
	
	
	
	

	ＤＳＣＲ
	
	
	
	
	
	

	資本の部
	
	
	
	
	（単位は千円）

	資本の部計
	
	
	
	
	
	

	
	資本金
	
	
	
	
	
	

	
	法定準備金
	
	
	
	
	
	

	
	剰余金
	
	
	
	
	
	


◆Ａ３版１枚に作成してください。
申請者の判断で、本様式とは別に、本様式を補足する自由様式の書類を追加することも可能です。
その場合は、様式ナンバーに枝番を付加してください。
ＤＳＣＲは、本事業に参入することにより発生する借入金が有る場合のみ記入してください。
「長期事業収支計画表」「キャッシュフロー計算書」の作成に当たっての注意事項
様式１５　5-1 事業収支計画表（年間損益計算書）
１　単位は、千円としてください。
２　各年度は４月から翌年３月までとし、物価変動を考慮しない金額を記載してください。
３　「売上」（営業収入）、「費用」（営業費用）とこれらに関連する項目には、「消費税」を含まないものとしてください。
４　「損益計算書」には、予算ベースや対象年度に応じて記載してください。
５　「損益計算書」の作成に当たっては、該当する事項の有無にかかわらず、各項目は削除しないでください。該当する事項がない場合は、空欄でもかまいません。また、これら各項目の内容をさらに詳細に記載するために、新たな項目を追加してもかまいません。なお、劣後ローンがある場合は、支払利息等は優先ローンと分けて記載してください。
６　この計画表には、本事業に係るものを記載してください。
様式１６　5-2 キャッシュフロー計算書
１　単位は、千円としてください。
２　各年度は４月から翌年３月までとし、物価変動を考慮しない金額を記載してください。
３　「消費税」の算出に使用する消費税率は１０％とします。
４　「減価償却費」は、選定事業者所有の資産がある場合に記載してください。
５　「キャッシュフロー計算書」には、予算ベースや対象年度ではなく、支払実施年度月次（現金ベース）での記載としてください。
６　「キャッシュフロー計算書」の作成に当たっては、該当する事項の有無にかかわらず、各項目は削除しないでください。該当する事項がない場合は、空欄でもかまいません。また、これら各項目の内容をさらに詳細に記載するために、新たな項目を追加してもかまいません。なお、劣後ローンがある場合は、借入金返済、借入額、返済額等は優先ローンと分けて記載してください。
７　「ＤＳＣＲ」の算定は、以下によってください。
　ＤＳＣＲ＝（当該事業年度の元利返済前キャッシュフロー）／（当該事業年度の借入金元利返済額）
※元利返済前キャッシュフロー＝税引後当期利益＋割賦売掛金取崩＋減価償却費＋支払利息
８　この計算書には、本事業に係るものを記載してください。
様式１７
	　5-3 経費の縮減

	　ア　経費の縮減策
　　　管理及び事業に係る経費のバランスと縮減策について記載してください。



◆Ａ４版２枚以内に、具体的に記載してください。
様式１８
	　6-1　その他の取り組み

	　ア　バックアップ体制
　　　運営業務の遂行が困難となったときの履行保証に関して記載してください。
　イ　個人情報の保護、情報公開
　　　個人情報の保護、情報公開に関して講じる措置について記載してください。
　ウ　環境への配慮
　　　省エネルギー、ごみの削減・分別など環境に配慮した取り組みについて記載してください。
　※必要に応じて図を利用して分かりやすく記載してください。



◆Ａ４版２枚以内に、具体的に記載してください。
様式１９
	　6-2　提案全体に関する項目

	　ア　独自に計画、配慮した点
　　　教育及び保育に関して、その他独自に提案する事項について記載してください。



◆Ａ４版２枚以内に、具体的に記載してください。
様式２０
	　7-1　事業実施企業の経営状況等

	　ア　申請者の経営状況等
　　　申請者の経営状況等について、次の項目を分かりやすく記載してください。
　①過去３か年の貸借対照表一覧　様式２１
　②短期的な支払能力指数
　　ａ　当座比率
　　ｂ　現金比率
　　ｃ　流動比率
　③中長期的な資金繰りを計る資料
　　ａ　自己資本比率
　　ｂ　固定比率
　　ｃ　固定長期適合率
　④会社の効率性を計る指標
　　ａ　総資本経常利益率
　　ｂ　経常利益率
　　ｃ　営業利益率
　※②～④については、過去３年分を記載してください。
　イ　監査法人等の意見書
　　　監査法人等の意見書の写しを添付してください。
　※提出していただく本様式の内容及び監査法人等の意見書は、あくまでも参考とするものであり評価するためのものではありません。



◆Ａ４版３枚以内に、具体的に記載してください。
様式２１
	　7-2　貸借対照表

	資産の部
	負債の部

	科目
	Ｒ２
	Ｒ１
	Ｈ３０
	科目
	Ｒ２
	Ｒ１
	Ｈ３０

	【流動資産】
	
	
	
	【流動負債】
	
	
	

	
	現金及び預金
	
	
	
	
	短期借入金
	
	
	

	
	売掛金
	
	
	
	
	未払金
	
	
	

	
	短期貸付金
	
	
	
	
	従業員預り金
	
	
	

	
	未収入金
	
	
	
	
	未払法人税等
	
	
	

	
	前払費用
	
	
	
	
	法人税等充当金
	
	
	

	
	立替金
	
	
	
	【固定負債】
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	長期借入金
	
	
	

	【固定資産】
	
	
	
	
	長期未払金
	
	
	

	（有形固定資産）
	
	
	
	負債の部　計
	
	
	

	
	建物
	
	
	
	
	
	
	

	
	建物付属設備
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	構築物
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	車両運搬
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	工具・器具
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	建設仮勘定
	
	
	
	資本の部
	
	
	

	（無形固定資産）
	
	
	
	【資本金】
	
	
	

	
	電話加入権
	
	
	
	【利益剰余金】
	
	
	

	【繰越資産】
	
	
	
	
	当期末処分利益
	
	
	

	
	権利金
	
	
	
	
	うち当期純利益
	
	
	

	
	開業費
	
	
	
	資本の部　計
	
	
	

	
	繰越資産
	
	
	
	
	
	
	

	資産の部　計
	
	
	
	負債及び資本の部　計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	Ｒ２
	Ｒ１
	Ｈ３０
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	売上高
	
	
	
	
	
	
	
	


※各項目は、参考項目です。
◆Ａ４版１枚に作成してください。
